
 

主な関係機関・団体一覧 

企画政策部秘書広報室：報道機関対応 

企画政策部危機管理課：習志野警察署、防犯関係団体（習志野市防犯協会・自主防犯活動団体） 

総務部総務課：各行政委員会、会計課 

財政部財政課： 

環境部環境政策課： 

市民経済部商工振興課：商工会議所、商店会連合会等 

保健福祉部保健福祉調整課：ＳＯＳネットワーク 

都市整備部都市調整課： 

こども部こども保育課：児童生徒被害発生連絡網、安全管理対策組織 

消防本部総務課：消防団 

教育委員会：児童生徒被害発生連絡網、安全管理対策に関する要領、青少年の安全対策に関する覚書、 

学校区一斉パトロール街頭補導、緊急避難場所「こども１１０番の家」、学校・警察連絡協議会 

企業局工務管理課： 
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市民・関係機関・団体（裏面：主な関係機関・団体一覧） 

市民に危険の及ぶ防犯情報を緊急情報サービス

「ならしの」・ホームページ・Twitter 等の情報媒

体を使い情報提供する。 

防犯緊急情報ネットワーク 

 

《情報伝達基準》 

１．この基準は、市民に危険の及ぶ防犯情報を

緊急に情報提供し、庁内の情報の共有化を図

るためのものである。 

２．各部情報窓口は、右記の関係各課とし、緊

急情報サービス「ならしの」・ホームページ・

Twitter の発信権限を所有する。 

３．情報を入手した関係課長は、全庁的かつ市

民へ提供すべき事案か判断し、必要があると

判断した場合は、危機管理課に連絡した後に

関係各課・市民へ情報提供する。 

また、関係課長は、関係機関・団体に流すべ

き 事 案 か 判 断 し 必 要 が あ る と 判 断 し た 場 合

は、情報提供する。 

４．危機管理課長は、入手した情報を危機管理

監、秘書広報室へ連絡する。（→） 

５．危機管理監は、入手した情報を市長に報告

すべき事案か判断し必要があると判断した場

合は、市長・副市長に報告する。（→） 

６．防犯情報以外でこのネットワークを使う場

合は、危機管理課と協議する。 

７．全庁的かつ市民へ提供すべき事案でない場

合は、このネットワークは使用しない。 

 

※日中の庁内連絡方法は、グループウェアの電

子メール（課から課）と電話とする。 

夜間、休日については、緊急情報サービス「な

らしの」（職員用）と危機管理課携帯電話（０

９０－９２０２－２７１７）とする。 
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【報告資料（２）】 


